
 第３号様式（第６条第１項関係） 
市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

平成29年8月4日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

平成29年8月4日（金）午前9時30分～ 本庁舎3階特別会議室 

２ 出席者 

総務課 篠宮課長、村越、松田 

３ 件名 

部の再編に伴う白井市行政組織条例に定める事務分掌の決定について 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

■ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

●質疑等 

・組織の再編については、昨年度の政策会議で決定し、３月の全協において説明し

ていることは承知しているが、「環境」に関しては、広く市民に密着したものであ

り、部の名称の中に「環境」を加えることはできないか。 

⇒参考までに、他市においては、部の名称として市民経済環境部としている事例な

どもある。 

・少し長くなるが、市民、環境、経済とすべてを含んだ名称でも良いのではないか。 

⇒部の名称を、「市民経済部」から「市民環境経済部」とする。 

 

・公共交通に関することを新たに加えるとなると、都市計画課において、３つの事

務分掌が記載されることとなる。 

⇒原則としては１課に付き１業務としているが、これにこだわる必要はない。地域

公共交通網形成計画を策定しているところであり、担当している業務を明確にする

というものである。 

 

・企業誘致に関しては、現状として誘致する場所がないのはわかるが、工業団地内

に空きが出たり、調整区域において新たに生み出すこともできる。削除するまでの

理由がない。 

⇒「企業誘致に関すること」については、削除せず従来どおり記載することとする。

 

 ・健康子ども部に「後期高齢者医療に関すること」を追加して欲しい。 

 ⇒「後期高齢者医療に関すること」を追加することとする。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



別 記 

 第１号様式その１（第４条第４項関係） 

平成２９年７月１９日 

付議書（行政経営戦略会議） 

 

            部課名（総務部総務課） 

１ 件名 

部の再編に伴う白井市行政組織条例に定める事務分掌の決定について 

２ 目的 

平成３０年度からの行政組織の見直し（部の再編）に伴い、白井市行政

組織条例に定める事務分掌を決定する必要があるため。 

３ 効果 

各部の主要な事務が行政組織条例に定められ、市民にとって分かりやす

い組織となる。 

４ 現状と課題 

行政組織条例は、各部の主要な事務について定めており、１課につき１

つを原則としながらも、性質の異なる事務については１課につき複数規定

している。複数課にわたる事務（税務に関すること）であっても、性質が

同じものについては、複数課で１つの事務としている。 

現行の行政組織条例について部の再編に伴う改正のみを実施した場合

に、各部の主要な事務が網羅されているか等について、部間で調整を図る

必要がある。 

５ 対応 

平成２８年１２月の政策会議で決定した行政組織の見直し方針に基づ

き、次の３つの視点を踏まえ、白井市行政組織条例に規定する事務分掌を

別添資料のとおりとする。 

（１） 新規組織への対応 

（２） 移行する組織への対応 

（３） 業務の明確化 

６ スケジュール 

８月：例規審査会 

９月：白井市行政組織条例の改正条例案を議会へ上程 

７ その他 

 

８ 関連情報 

関係法令等 白井市行政組織条例 

関係課 総務部、市民経済部、健康福祉部及び環境建設部の各課 

予算措置 なし 
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 議案５号資料 

○白井市行政組織条例（平成１５年条例第３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項

の規定により、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の

部を置く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項

の規定により、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の

部を置く。 

(1) 総務部 (1) 総務部 

(2) 企画財政部  

(3) 市民経済部 (2) 市民経済部 

(4) 福祉部 (3) 健康福祉部 

(5) 健康子ども部  

(6) 都市建設部 (4) 環境建設部 

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 第２条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 

(1) 総務部 (1) 総務部 

ア 議会及び行政一般に関すること。 ア 議会及び行政一般に関すること。 

イ 組織及び職員に関すること。 イ 組織及び職員に関すること。 

ウ 文書に関すること。 ウ 文書に関すること。 

エ 秘書及び広聴に関すること。 エ 秘書    に関すること。 

 オ 広報及び広聴に関すること。 

 カ 予算その他の財務に関すること。 

オ 財産の管理に関すること。 キ 財産の管理に関すること。 

カ 契約及び工事検査に関すること。 ク 契約及び工事検査に関すること。 

 ケ 総合計画及び重要政策の調整に関すること。 

キ 情報化の推進及び統計調査に関すること。  

ク 行政改革に関すること。 コ 行政改革に関すること。 

 サ 男女共同参画社会の推進に関すること。 

 シ 税務に関すること。 

ケ 危機管理の統括及び防災に関すること。  

コ その他他の部の主管に属しないこと。 ス その他他の部の主管に属しないこと。 

(2) 企画財政部  

  ア 総合計画及び重要政策の調整に関すること。  

  イ 男女共同参画社会の推進に関すること。  

  ウ 予算その他の財務に関すること。  

  エ しろいの魅力の発信に関すること。  

  オ 税務に関すること。  

(3) 市民経済部 (2) 市民経済部 

ア 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 ア 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 

イ 市民活動及び防犯に関すること。 イ 市民活動    に関すること。 

 ウ 防災及び防犯に関すること。 

 エ 農業に関すること。 
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ウ 農業、商業及び工業の振興に関すること。 オ    商業及び工業の振興に関すること。 

 カ 企業誘致に関すること。 

エ 環境保全に関すること。  

(4) 福祉部 (3) 健康福祉部 

ア 社会福祉に関すること。 ア 社会福祉に関すること。 

イ 高齢者及び障害者の福祉に関すること。 イ 高齢者及び障害者の福祉に関すること。 

 ウ 児童福祉及び母子福祉に関すること。 

ウ 生活保護に関すること。 エ 生活保護に関すること。 

 オ 健康に関すること。 

 カ 国民健康保険に関すること。 

 キ 国民年金に関すること。 

エ 介護保険に関すること。 ク 介護保険に関すること。 

 (5) 健康子ども部  

ア 児童福祉及び母子福祉に関すること。  

イ 健康に関すること。  

ウ 国民健康保険に関すること。  

エ 国民年金に関すること。  

(6) 都市建設部 (4) 環境建設部 

ア 都市計画に関すること。 ア 都市計画に関すること。 

イ 公園及び緑地に関すること。 イ 公園及び緑地に関すること。 

ウ 公共交通に関すること。  

エ 開発行為に関すること。 ウ 開発行為に関すること。 

オ 住宅及び建築に関すること。 エ 住宅及び建築に関すること。 

カ 道路及び河川に関すること。 オ 道路及び河川に関すること。 

 カ 環境保全に関すること。 

キ 下水道に関すること。 キ 下水道に関すること。 

（委任） （委任） 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

  

 


